
塩竃市防災会 豊敵

日時 : 平成26年 3月 19日 (水 )

午後1時30分

ふれあいエスプ塩寵

2階 エスプホール

場所 :



次 第

1.開会

2.市長 (会長)あいさつ

3.会議録署名委員の指名

4.議  事

1.塩寵市地域防災計画 (素案)に対するご意見について

風水害等・原子力災害対策編

2.パブリックコメントについて

3.塩寵市地域防災計画 (原案)の概要について

5.閉  会



1、 塩竃市地域防災計画(素案)に対するご意見等について    資料1

番

号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等 隷
ぺ・ジ

行数

1

宮城海
上

保安部

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水吾等災冒対策編
第 1章 総則
第2節 各機関の役割と業務他大綱
第4処 理すべき業務の大綱
4指 定地方行政機関
(2)宮城海上保安部

④ 船舶交通に関する信号・規制並びに
水路航路標識の保全等ェ海上交通の安
全確保

弟3編 風水吾寺災吾対末編
第 1章 総則
第2節 各機関の役割と業務他大綱
第4処理すべき業務の大綱
4指定地方行政機関
(2)宮城海上保安部

④ 船舶交通に関する諄 規制並び
に来路航路標識の保全等マ海上交通
の安全確保

509
9

～ 12

・「第二管区海上
保安部」等を「宮
城海上保安部」
へ修正願いた
い 。

弟 3編 風 水 吾 寺 災 吾 苅 末 編

第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
2海難について、人命救助を必要とす
る場合、第二管区海上保安本部が船長
の救助活動の援助を行うこととする。特
に陸岸に近い海難については、市長が
救護活動を行うこととする。(別表 1・ 2参
照)

以下、第二萱区海上保安部、J上 保
安部、J上 保安庄、
海上保安庁長官

第3編 風水署等災署対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
2海 難について、人命救助を必要とす
る場合、宮城海上保安本部が船長の
救助活動の援助を行うこととする。特に
陸岸に近い海難については、市長が救
護活動を行うこととする。(別表 1・ 2参
照 )

以下、宮城海上保安部

585
‐２

”

・語句が重複記
載されているの
で、適正な表現
に修正願いた
い。

弟3編 風水吾寺災吾対茉編
第 2・章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表2海難による人身事故における各
関係機関の任務等の根拠法令
海上保安庁法による海難救助等に関す
る事務を行う任務

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表2海難による人身事故における
各関係機関の任務等の根拠法令
海難救助を行い、海上の安全を図るこ
とを任務とする

585 30

・災害給付につ
いては、個別用
件で決定される
が、全てが給付
対象の標記と
なっているため
削除願いたい。

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え

助 に 当だっf― 者

第3編 風水署等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1海上災害に関する基本的な考え
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付を受けることができる。

各

・「海上防災セン
ター」を「指定海
上防災機関 (―

般財団法人 海
上災害防止セン
ター )」へ修正願
いたい。

第3編 風水害寺災吾対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各機
関の任務・権能等
海上防災センター

第3編 風水冒等災冒対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各
機関の任務・権能等
指定海上防災機関 (一般財団法人 海
上災害防止センター)



番

号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等
素案
ページ 行数

・法令の訂正を
お願いしたい。

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各機
関の任務・権能等
海防法第39条第3量、
第42条の36第 1項

弟 3硼 lmt不吾 寺 天 吾 苅 末 硼

第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各
機関の任務・権能等
海防法第39条第3項、
第42条の15

14
～ 15

・「海上災害防止
センター」を「指
定海上防災機
関」へ修正願い
たい。

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各機
関の任務・権能等
海上保安庁法による一般的な海洋汚染
防止の任務のほか、海防法により防除
措置義務者に必要な措置を講じることを
命じ、又は海上災害防止センターに排出
特定油の防除の措置を指示すること

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各
機関の任務・権能等
海上保安庁法による一般的な海洋汚
染防止の任務のほか、海防法により防
除措置義務者に必要な措置を講じるこ
とを命じ、又は指定海上防災機関に排
出特定油の防除の措置を指示すること

・法令の訂正を
お願いしたい。

第3編 風水害等災吾対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各機
関の任務・権能等
海防法第42条の36第 1項～第2項

第3編 風水吾等災吾対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第1 海上災害に関する基本的な考え
別表4重油等の防除に関する関係各
機関の任務・権能等
第42条の14

19
-20

・第二管区海上
保安部等の業務
であるため削除
願いたい。

第3編 風水署等災吾対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第2船 舶の安全な航行等の確保 (宮城
海上保安部 )

1 宮城海上保安部は、次に掲げる措置
を講じるものとする
(1)海図、水路図誌等水路図書の整備

皇≧港内における航行管制、海上交通
情報提供等の実施
菫ユ危険物荷役における安全防災対策
の指導
Ω 航路標識の整備
Ω 水路通報、航行警報等船舶交通の
安全に必要な情報提供の実施

第3編 風水署等災害対策編
第2章 災害予防対策
第25節 海上災害予防対策
第2船 舶の安全な航行等の確保 (宮

城海上保安部 )

1 宮城海上保安部は、次に掲げる措
置を講じるものとする

備
(1)港内における航行管制、海上交通
情報提供等の実施
(2)危険物荷役における安全防災対
策の指導
(3)航路標識の整備
(4)水路通報、航行警報等船舶交通
の安全に必要な情報提供の実施

40

10

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
1 情報の収集及び伝達__
(表省略 )

第2市の措置
第旦 塩釜消防事務組合の措置
第4宮城県仙台塩釜港湾事務所の措置
第二 塩釜警察署の措置
第o関係団体の措置

弟3編 風水青寺災青対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
1情報の収集及び伝達体制
(表省略 )

第2宮城海上保安部の措置
¬情報の収集及び情報連絡
被害状況及び被害規模その他災害応急対
策の実施上必要な情報について,船艇,航
空機等を活用し,次に掲げる事項に関し情
報収集活動を実施するとともに,関係機関
等と密接な情報交換を行う。

第3市の措置
第4塩釜消防事務組合の措置
第5宮城県仙台塩釜港湾事務所の措置
第6塩釜警察署の措置
第7関係団体の措置

7-



番
号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等

素案
ページ 行数

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
2海難救助等
(1)船舶の海難、__人身事故が発生
したときは、速やかに巡視船艇、航空機
又は特殊救難隊 によりその_救助五
動を行う。

弟3編 風水吾寺災苦対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
2海 難救助等
(1)船舶の海難、海上における人身事
故が発生したときは、速やかに巡視船
艇、航空機        によりそ
の捜索救助を行う。

663

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。
(宮城海上保安
部が行う対策ヘ

修正 )

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
2海 難救助等
(2)船舶火災又は海上災害が発生した
ときは、速やかに巡視船艇、特殊救難隊
又は機動防除隊 によりその消火_を
行うとともに、_必 要に応じて
協力を要請する。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
2海 難救助等
(2)船舶火災又は海上災害が発生し
たときは、速やかに巡視船艇J印際族

によりその消
火活動を行うとともに航空機により状
況調査を実施し、必要に応じて関係機
関等に協力を要請する。

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
3緊 急輸送
医師、傷病者、_避 難者等の人員搬送
又は救援物資等の緊急輸送について
は、必要に応じ、又は要請に基づき、迅
速かつ、積極的に実施する。

第3編 風水冒等災署対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
3緊 急輸送
虹 傷病者、医師、避難者等の共具
搬送又は救援物資等の緊急輸送につ
いては、必要に応じ、又は要請に基づ
き、迅速かつ積極的に実施する。
特に機動力のある航空機及び大量輸
送が可能な船艇を必要に応じて使い分
け,有効に活用する。

664

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(1)防除措置を講ずべき者が行う防除
措置を効果的なものにするため、巡押船
艇二航空機又は機動防除隊を現地に出
動させ、流出油等の状況、防除作業の
実施状況等を総合的に把握し、作業の
分担、作業方法等防除作業の実施に必
要な事項について指導を行う。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(1)防除措置を講ずべき者が行う防除
措置を効果的なものにするため、巡視
船艇及び航空機により流出油等の状
況、防除作業の実施状況等を総合的
に把握し、作業の分担、作業方法等防
除作業の実施に必要な事項について
指導を行う。

664

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(2)防除措置を講ずべき者が、流出油等
の拡散防止、防除等の措置を講じてい
ないと認められるときは、これらの者に
対し、防除措置を講ずべきことを命ず
る。

第3編 風水害等災署対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(2)防除措置を講ずべき者が、流出油
等の拡散防止、防除等の措置を講じて
いないと認められるときは、これらの者
に対し、防除措置を講ずべきことを命
ずる。

664 11



番
号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等 継

ぺ・ジ
行数

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水吾寺災吾対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(3)緊急に防除措置を講ずる必要があ
る場合において、必要があると認められ

視船艇_に応急の防除措置を
せるとともに、関係機関等に必要

な資機材の確保_に ついて協力を
要請する。

弟 3面 風 小 吾 寺 天 吾 苅 末 編

第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除
(3)緊急に防除措置を講ずる必要があ
る場合において、必要があると認めら
れたときは、海4表繕諄赳妻■ターに

動防除隊及び巡視船艇等に応急の防
除措置を講じさせるとともに、関係機関
等に必要な資機材の確保・運搬及び防
除措置の実施について協力を要請す
る。

664

・各市町の地域
防災計画と同一
表現に追加、修
正願いたい。

第3編 風水吾等災冒対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流 出油等の防除

弟 3櫛 風 小 青 寺 災 青 河 束 稀

第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
4流出油等の防除
(4)防除措置を講ずべき者及び関係機関
等とは,必要に応じて緊密な情報の交換を
行い,もって迅速かつ効果的な防除措置の
実施に資するよう努める。
(5)危険物が排出されたときは,その周辺
海域の警戒を厳重にし,必要に応じて火災
発生の防止,航泊禁止措置又は避難勧告
を行う。
(6)危険物の防除作業にあたつては,ガス
検知器具による危険範囲の確認,火気使
用制限等の危険防止措置を講じ,火災,爆

664

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
5海 上交通安全の確保
海上交通の安全を確保するため、次に
掲げる措置を講じる。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
5海 上交通安全の確保
海上における治安を維持するため、次
に掲げる措置を講じる。

664

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。

第3編 風水害等災吾対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
7警戒区域の設定
_生命又は身体に対する危険を防止す
るため、特に必要があると認められると
きは、災害対策基本法第63条第コ項及
び第2項の定めるところにより、警戒区
域を設定し、巡視船艇及び航空機等に
より船舶等に対し、区域外への退去及び
入域の制限又は禁止の指示を行う。ま
た、警戒区域を設定したときは、直ちに
最寄の市町長にその旨を通知する。

第3編 風水冒等災冒対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
7警 戒区域の設定
人の生命又は身体に対する危険を防
止するため、特に必要が農 認めら
れるときは、災害対策基本法第63条
第 1項及び第2項の定めるところによ
り、警戒区域を設定し、巡視船艇、航
空機等により船舶等に対し、区域外へ

の退去及び入域の制限又は禁止の指
示を行う。また、警戒区域を設定したと
きは、直ちに市長にその旨を通知す
る。

664



番
号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等

素案
ページ 行数

20

・他自治体との
防災計画の整合
性をはかるため
修正願いたい。
(宮城海上保安
部が実施する対
策へ修正 )

弟3編 風水吾寺災苦対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
8治安の維持
海上における治安を維持するため、情報
の収集に努め、必要に応じ、巡視船艇
及び航空機等により次に掲げる措置を
講じる。
(1)災害発生地域の周辺海域に配備
し、犯罪の予防・取締りを行う。
(2)警戒区域旦二重要施設の周辺海域
において警戒を行う。

第3編 風水吾等災吾対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
8治安の維持
海上における治安を維持するため、情
報の収集に努め、必要に応じ、巡視船
艇等及び航空機等により次に掲げる措
置を講じる。
(1)災害発生地域の周辺海域に配備
し、犯罪の予防・取締りを行う。
(2)警戒区域又は重要施設の周辺海
域において警戒を行う。

664 42～

・「第二管区海上
保安部」の削除
をお願いたい。

第4編 原子力災害対策編
第 1章 総則
第6節 防災関係機関の事務又は業務
の大綱
6指 定地方行政機関
第二管区海上保安部 (宮城海上保安
部)

弟4稿 原子刀天吾河末編
第 1章 総則
第6節 防災関係機関の事務又は業
務の大綱
6指 定地方行政機関

宮城海上保安
音「)

22

。「海上保安職
員」を「海上保安
官」へ修正願い
たい。

第4編 原子力災署対策編
第2章 原子力災害事前対策
第18節 核燃料物質等の運搬中の事
故に対する対応
第4宮城海上保安部
事故の通報を受けた宮城海上保安部
は、事故の状況の把握に努めるととも
に、事故の状況に応じて、海上保安職員
の安全確保を図りつつ、原子力事業者
等と協力して、事故発生場所海域への
立入制限、人命救助等に関する必要な
措置を実施する。

第4編 原子力災害対策編
第2章 原子力災害事前対策
第18節 核燃料物質等の運搬中の事
故に対する対応
第4宮城海上保安部
事故の通報を受けた宮城海上保安部
は、事故の状況の把握に努めるととも
に、事故の状況に応じて、海上保安官
の安全確保を図りつつ、原子力事業者
等と協力して、事故発生場所海域への
立入制限、人命救助等に関する必要な
措置を実施する。

742 20

・「海上保安部」
を「宮城海上保
安部」へ修正願
いたい。

第4編 原子力災害対策編
第3章 緊急事態応急対策
第8節 核燃料物質等の事業所外運搬
中の事故に対する応急対策
第1市、県、警察署、消防署、宮城海
上保安部のとるべき措置
2警察署、消防署、_海上保安部の
措置
(3)事故の通報を受けた宮城海上保安
部は、直ちにその旨を第二管区海上保
安本部に報告するとともに、事故の状況
の把握に努め、事故の状況に応じて、海
上保安職員の安全確保を図りながら、原
子力事業者と協力して、現場海域への
立入制限、救助等必要な措置を実施す

第4編 原子力災吾対策編
第3章 緊急事態応急対策
第8節 核燃料物質等の事業所外運
搬中の事故に対する応急対策
第1 市、県、警察署、消防署、宮城海
上保安部のとるべき措置
2警察署、消防署、宮城海上保安部
の措置
(3)事故の通報を受けた宮城海上保
安部は、直ちにその旨を第二管区海上
保安本部に報告するとともに、事故の
状況の把握に努め、事故の状況に応じ
て、海上保安官の安全確保を図りなが
ら、原子力事業者と協力して、現場海
域への立入制限、救助等必要な措置

24
振
務

台
事
所

仙
興

・適正な語句ヘ

修正願いたい。

第3章 災害応急対策
第1節 防災活動体制
第6県及びその他関係機関との関連
1 市と県との連携
県は、大規模な災害が発生し情

市町村が発生した場合は、[

第3編 風水署等災害対策編
第3章 災害応急対策
第1節 防災活動体制
第6県 及びその他関係機関との関連
1市と県との連携
県は、大規模な災害が発生し情報途

絶市町村が発生した場合は、「被災市
町村に対する県職員の初動派遣等に
関する要領」に基づき、

601

・適正な語句ヘ

修正願いたい。

第3編 風水冒等災冒対策編
第3章 災害応急対策
第2節 防災気象情報の伝達
第4気 象情報等の伝達
1 市と県との連携
(1)市は、気象庁が発表した防災気象
情報等について、県 (新総合 情報シ
ステム (MIDORI)等 )を経由する連絡網
等により収集する。

弟 3編 風 水 吾 寺 天 吾 苅 末 編

第3章 災害応急対策
第2節 防災気象情報の伝達
第4気 象情報等の伝達
1市と県との連携
(1)市は、気象庁が発表した防災気象
情報等について、宮城県総合防災情
報システム (MIDORI)等 )を経由する
連絡網等により収集する。

608 ７

”



番
号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等 態

ぺ・ジ
行数

・二重表記を避
けるため、削除
願いたい。

急対策
第34節 林野火災応急対策
第2林野火災防ぎょ
1 火災通報及び通信体制
塩釜地区消防事務組合 (消防本部)は、火災
を発見した者から通報を受けた場合は、直ち
に、最寄の消防署等の出動を指令するととも
に、関係消防団の出動を指令する。これと並
行して、    、営林署、塩釜警察署、農
榛振興事務所等_関係機関に通報する。
地区住民等に対する伝達は、サイレン、同報
行政無線、広報車等により行う。
また、火災の規模等から必要と認めるとき
は、県仙台地方県事務所を通じ、県消防防鉄
課に通報する。

第3編 風水署等災署対策編
第3章 災害応急対策
第34節 林野火災応急対策
第2林野火災防ぎょ
1 火災通報及び通信体制
塩釜地区消防事務組合 (消 防本部)は、火
災を発見した者から通報を受けた場合は、
直ちに、最寄の消防署等の出動を指令する
とともに、関係消防団の出動を指令する。こ
れと並行して、県消防課、森林管理者、塩
釜警察署、農林振興事務所等の関係機関
に通報する。
地区住民等に対する伝達は、サイレン、同
報行政無線、広報車等により行う。

一

660 30

・情報の収集・連
絡体制について
県地域防災計画
と整合性を図る
ため修正をお願
いしたい。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1事故発生時における応急対策
1情報の収集及び伝達
情報の収集・連絡体制
表中にある消防防災課

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第36節 海上災害応急対策
第1 事故発生時における応急対策
1情報の収集及び伝達
情報の収集・連絡体制
表中にある危機対策課・消防課

663 11

土
務

台
事
所

仙
木

・河川について、
適正に修正願い
たい。

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第4節 ライフライン施設等の予防対策
第2災害の想定
1 塩寵市には国、県管理河川は

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第4節 ライフライン施設等の予防対策
第2災害の想定
1塩寵市に係る洪水予報指定河川お
よび水位周知河川は無いが

14

・土石流危険渓
流の指定者か
ら、県農林水産
部の削除を願い
たい

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第4節 ライフライン施設等の予防対策
第2災害の想定
3土砂災害
(2)土石流
土石流災害は、原則として県土木部及

び県農林水産部により

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第4節 ライフライン施設等の予防対策
第2災 害の想定
3土 砂災害
(2)土石流
土石流災害は、原則として県土木部

及び塀暖卦櫓掏勢部により

・急傾斜地崩壊
対策は、水害予
防対策に、該当
しないため削除
願いたい

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第2水害予防策
3水害に強いまちづくり事業施エ
土砂災害市は、水害に強い町づくりを推
進するため、治山、治水、急傾斜地崩壊
対策等の事業による災害予防対策を実
施する場合は、環境や景観へも配慮す
る。

第3編 風水害等災署対策編
第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第2水 害予防策
3水 害に強いまちづくり事業施工
土砂災害市は、水害に強い町づくりを
推進するため、治山、治水、御
諄壊対策等の事業による災害予防対
策を実施する場合は、環境や景観へも
配慮する。

534 11

・適切な表現に
修正願います。

第3編 風水冒等災署対策編
第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土砂災害予防対策
2土砂災害防止対策の推進
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警
戒区域の現状把握と警戒体制の整備を
推進し、市及び市民等は、県が事業主
体として実施するこれらの指定や防止エ
事の実施に協力する。

弟 3編 風 水 吾 寺 災 吾 苅 末 編

第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土砂災害予防対策
2土砂災害防止対策の推進
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域の現嗽契晰暑警戒避難体制
の整備を推進し、市及び市民等は、県
が事業主体として実施するこれらの指
定や防止工事の実施に協力する。



番

号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等
素案
ページ 行数

同じ語句が二重
に記載されてい
ることから、訂正
されたい。

弟3編 風水吾寺災苦対策編
第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土 砂災害予防対策
2土 砂災害防止対策の推進
(2)土砂災害警戒区域及び土砂災害特
別警戒区域
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警
戒区域は、土砂災害警戒区域等におけ
盈上砂災害防止対策の推進に関する法

第3編 風水害等災害対策編
第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土砂災害予防対策
2土砂災害防止対策の推進
(2)土砂災害警戒区域及び土砂災害
特別警戒区域
土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域は、土砂美害警戒区域等仁

する妻掌暢奸■土砂災害防止法とい
義→第6条及び第8条の規定に基づ
き、

536

律 (以下、土砂災害防止法という。)第 6
条及び第8条の規定に基づき、

・適切な語句に
統一願いたい。

弟 3編 風 小 吾 寺 災 吾 対 末 編

第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土砂災害予防対策
3急傾斜地崩壊防止施設
③ _避難体制の整備
市は、がけ崩れの発生するおそれがあ
る場合、又は発生の危険が切迫している
場合に、迅速かつ適切に避難情報が伝
達できるよう、_避難体制の整備を図
る。

弟 3編 lnt水吾 寺 災 吾 苅 茉 編

第2章 災害予防対策
第1節 風水害等に強いまちづくり
第3土砂災害予防対策
3急傾斜地崩壊防止施設
③警戒避難体制の整備
市は、がけ崩れの発生するおそれがあ
る場合、又は発生の危険が切迫してい
る場合に、迅速かつ適切に避難情報が
伝達できるよう、警戒避難体制の整備
を図る。

539
０

３

２

”

34
本
電

日
信
い

東
電
話

・上位計画である
宮城県地域防災
計画との整合を
図るため追加修
正をお願いした
い。

弔3編 風水吾寺災吾河末編
第 1章 総則
第2節 各機関の役割と業務大綱
第4処 理すべき業務の大綱
6指 定公共機関
(2)東 日本電信電話株式会社宮城「支
店

・

① 電気通信事業用通信施設の安全確

弟3編 風水吾寺災吾苅末編
第 1章 総則

第2節 各機関の役割と業務大綱
第4処理すべき業務の大綱
6指定公共機関
(2)東 日本電信電話株式会社宮城「

支店
① 災害に強く信頼性の高い通信設備
の構築
②電気通信システムの信頼性向上
③ 災害時に重要通信を疎通させるた
めの通信ら、くそ うの緩和、及び通信手
段の確保
④ 災害を受けた通信設備の早期復旧
⑤ 災害復旧及び被災地における情報
流通について、国、県、市町村及び防
災関係機関との連携

509
３

¨
堡
② 災害非常通信の調査及び気象警報
等の伝達
③ 通信ら、くそうの緩和及び重要な通信
の確保

・「通信事業者」
を「電気通信事
業者」に、「電話
番号」を「災害時
優先電話」へ適
切な語句として
変更されたい。

弟 3編 風 水 吾 寺 災 吾 対 末 編

第3章 災害応急対策
第4節 通信・放送施設の確保
第1 災害時の通信連絡
1 通信連絡手段
(1)非常・緊急通話活用電話
市及び防災関係機関は、あらかじめ

通信事業者から承認を受けた電話番号
により、非常・緊急通話を利用する。
(地震編資料18-1 災害時優先電話
参照)

第3編 風水署等災署対策編
第3章 災害応急対策
第4節 通信・放送施設の確保
第1 災害時の通信連絡
1通信連絡手段
(¬ )非常・緊急通話活用電話
市及び防災関係機関は、あらかじめ

電気通信事業者から承認を受けた災
害時優先電話により、非常・緊急通話
を利用する。
(地震編資料18-1 災害時優先電話
参照 )

14～
23

・「災害時有線電
話とは」につい
て、他自治体と
の防災計画の整
合性をはかるた
め修正願いた
い 。

※災害時優先電話とは
災害時優先電話は、1

場合に、原則として災甚

※災害時優先電話とは
災害時優先電話は、重要な通話を確

保するため、予め災害時優先電話とし
て登録した電話から発信する通信につ
いて優先的に取り扱われる電話であ
り、災害が発生した場合に、原則として
災害時の通話規制を受けずに利用で
きることから、外部発信専用として利用
するものである。

14～
23



番
号 機関名 ご意見の趣旨 素  案 修正素案等

素案
ページ 行数

・「一般加入電
話」を「携帯電
話」等、適切な語
句に変更された
い。
・孤立防止用衛
星電話について
は、塩寵市に配
備されていない
ため削除願いま
す。

第3編 風水害等災害対策編
第3章 災害応急対策
第4節 通信・放送施設の確保
第1 災害時の通信連絡
2災害時の通信連絡手段の確保
③ 災害時優先携帯電話
防災関係機関と通信事業者が協議して、
一般加入電話の中から指定する回線で、
発信規制がかけられても、一般加入電話
に比べて優先して使用できる。
⑦ 孤立防止用衛星電話
東日本電信電話m宮城支店から市町村役
場等に配備されている災害用衛星電話。
① 災害用伝言ダイヤル1171■・災害用伝
言板「web171■ 災害発生時、その規模によ
り東日本電信電話(株)が運用するサービ
ス。  「171■は、一般加入電話、(以下
略)

弔 3輛 J■t小音 寺 火 音 刈 束 櫛

第3章 災害応急対策
第4節 通信・放送施設の確保
第1 災害時の通信連絡
2災害時の通信連絡手段の確保
③ 災害時優先携帯電話
防災関係機関と通信事業者が協議して、携
帯電話の中から指定する回線で、発信規制
がかけられても、携帯電話に比べて優先し
て使用できる。

① 災害用伝言ダイヤル (171)・ 災害用伝言
板 (web171)、 災害発生時、その規模により
東日本電信電話(株)が運用するサービス。
災害用伝言ダイヤル(171)は 、一般加入電
話、(以下略 )

０

９

”４

・指定公共機関
に「東日本電信
電話株式会社宮
城支店」の追加
修正を願いた
い 。

弟 Z享 原 子 刀 天 吾 早 則 河 束

第 1章 総則
第6節 防災関係機関の事務又は業務
の大綱
第4処 理すべき業務の大綱
8指 定公共機関

第2草 原子力災署事前対策
第 1章 総則
第6節 防災関係機関の事務又は業
務の大綱
第4処 理すべき業務の大綱
8指 定公共機関

「東日本電信電話株式会社宮城支店」
の追加

・上位計画である
宮城県地域防災
計画との整合を
図るため災害対
策機器の名称の
修正を願いた
い 。

第2章 原子力災害事前対策
第9節 避難収容活動体制の整備
第2避 難所等の整備
5避 難所における設備等の整備

市は、指定避難所において、飲料水
兼防災貯水槽、仮設トイレ、マット、簡易
ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の

等のほ

第2章 原子力災害事前対策
第9節 避難収容活動体制の整備
第2避 難所等の整備
5避 難所における設備等の整備

市は、指定避難所において、飲料
水兼防災貯水槽、仮設トイレ、マット、
簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電
話等の通信機器、電気通信事業者と
連携して特設公衆電話の事前設置等
のほか、暑さ・寒さ対策 (以下、略)

”

３

４

２

40

地
防
組

釜
消
務
合

塩
区
事

・実施機関の明
記をお願いした
い。

原子力災害対策編
緊急事態応急対策
救助・救急、消火及び医療活動

救助・救急及び消火活動

編
鮮
櫛
的

第
第
第
目

第
１
２
３

第4編 原子力災害対策編
第3章 緊急事態応急対策
第7節 救助・救急、消火及び医療活
動
目的
市及び消防本部は、

第1救助・救急及び消火活動
1 市及び消防本部は、
2市 及び消防本部は、
3市 及び消防本部は、

760
3

以下

41 躍鶏
・「県警察」を「塩
釜警察署」へ修
正願いたい。

弟 4編 原 子 刀 火 吾 河 末 編

第3章 緊急事態応急対策
第6節 緊急輸送活動
第2緊急輸送のための交通確保
市道路管理者は、交通規制に当たる児
警察と相互に密接な連絡をとり、緊急輸
送のための交通の確保に必要な措置を
とる。

弟 4編 原 子 刀 天 吾 苅 末 湿

第3章 緊急事態応急対策
第6節 緊急輸送活動
第2緊急輸送のための交通確保
市道路管理者は、交通規制に当たる
塩釜警察署と相互に密接な連絡をと
り、緊急輸送のための交通の確保に必
要な措置をとる。

24



塩竃市地域防災計画修正案に対するパブリックコメント実施結果

1。 実施概要
意見募集期間     平成26年 2月 26日 (水)～平成26年 3月 13日 (木 )

意見提出者数     1名
意見提出件数     12件

資料2

■
０
一

”州
一

1下Ⅲ‖|:重萎製Ⅷ柵Ⅲ爾 1榊講榊嵩蒸i

1

71ページ
第3-1
(1)ボ ランテイアコー
ディネーターの養成

塩釜市社会福祉協議会において、平成 1

9・ 20。 21年に「災害救援ボラン
テイアコーデイネーター養成講座」の講
師を請け負つたNPO法人 みやぎ災害
救援ボランティアセンター (宮城県地域
防災計画 関係機関一覧の防災関係機関
3に登録、宮城県・県社協と三者協定を
結んでいる)に協力を依頼してみては?

本計画書において防災ボランティア受け
入れ体制につきましては、塩釜市社会福
祉協議会の役害」としております。
各種団体との協力体制の整備に向けて当
該団体にお伝えいたします。

2
77ページ
第3-2
情報伝達手段の確保

アマチュア無線従事者の協力を受けられ
ませんか?

70ペ ージ「第 13節 防災ボランテイ
アに受入れ」の中にt「 (7)ア マチュア
無線等を利用した情報通信事務」を本市
防災計画で明記しております。

3

77ページ
7 無線従事者養成
78ページ
第7 防災関係機関に
おける災害通信網の整
備

簡易業務無線の採用も、ご検討下さい。

多様な通信手段の整備充実に努めるとし
ており、78ページ「第4 孤立想定地
i或 の通信手段の確保」では、簡易業務無
線の確保を明記しております。

4
84ペ ージ
第3 ヘリポー トの整
備

NPO法人 市民航空災害支援センター
が「緊急ヘリポート用地募集」をしてい
るが、二又のグランドを提供できないで
しょうか?ご検討下さい。

二又グランドについては、津波浸水区域
であることから、臨時ヘリポートとして
は、不適地と考えております。

5
121ページ
5-(2)一②行日

市民は、石油や…

石油=ガソリン・軽油・灯油を指してい
るのですか?

ここでいう「石油」は、「ガソリン・軽
油・灯油」等を指しております。

6
110ページ
第6-5-(2)

ピクトグラム (絵文字)のように、下記
7～ 12の用語説明を入れて欲しい。

防災計画の本篇では、必要に応じ専門用
語には注釈を付けるなど配慮してまいり
ます。

7
114ぺニジ
6-(1)一⑨行日

サーベランスの意味を (説明)

8
310ページ
第3-2の 2行日

T.Pの 意味を (説明)

9
728ページ
第2-1の 1行日

スクリーニングの意味を (説明)

10
754ページ
第1-1(1)の 2行日

プレスリリースの意味を (説明)

754ページ
第 1-1(4)の 1行日

〇 ILの意味を (説明)
P706に記載しておりますので、ご参照
<ださい。

12
758ページ
第10 共助 2 プルームの意味を (説明)

P704に記載しておりますので、ご参照
ください。



資料3

塩竃市地域防災計画 (原案)

の概要について

平成26年3月

塩竃市防災会議



本市では東日本大震災を教訓とし、基本理念を定め、市民の目線に立った実
効性のある防災計画の見直しを図った。

基本理念

行政等が行う「/AN助」、地域の安全等を自分たちで守る「共助」、そして
自らの命、安全・財産を自ら守る「自助」、を基本とし、それぞれの黄務・

役害」そして連携を明確にしながら、誰もが安心して安全な生活がいつまでも
送れる地域社会の構築を基本理念とする。

/ ＼

自助
ゝ ノ

自らを自らで守る

贔熙ギリ毀靱 は`H懲
守り

1醸

らヽ安‐令のたぶ

:努めましょう。

・ 3自 分の食料・水の構搭
・家族間の安否確認方

警ょぅ壁,塀、。家具の献倒防 lli、

の安全確保

相互協力

・避難場所や避難ルー トの確認
など

互

〆
΅
ゝ

夏基安J猾
生ゞ

"じ

ク
相 協力

・地域防災言]^llliの 策定
。避難FTr、 構蓄品、その他防災施設の整備

・ lli民 、町 lJ・
・l会、各種団体への隣災啓鸞活動

・防災機関、他llilllJ村 などとの連携

1

町内会・事灘者の

壼務 0役割

町:へ 会。自主鱗災組織な
ど|‖ ■に協力を行い、事
業者は管理施 1資や設備
の安全を確保し、従奨員
や地域住民の安全確保
に努めましょう。

地域でお互いに助け合う

・近所の声がけ、助け合い
・地域の防災活動への参力‖、協力
・管理施設の安全確4暴

・地域社会への貢献 など

自助・共助 とともに

防災活動組織の食務・役割

防災活動組織 (凛 |。 消防・

幣察・自衛隊など)は 災害
から守るための施策の実施

や防災体紳1の整備を行い

ます。



塩竃市の地上或特性や東日本大震災の検証を踏まえ、既存地域防災計画の

見直しを図った。

■避難対策
○避難所等の確保 (指定避難所 14→ 20ヵ 所)

イ

ー 第一小学校 既存

2 第二小学校 既 存

3 第二小学校 既存

4 玉川小学校 既 存

5 月見ヶ丘小学校 既存

・6 杉の入小学校 既 存

7 第一中学校 既存

8 第二中学校 既 存

9 第三中学校 既存

10 玉川中学校 既 存

イ

ー

イ

ー 浦戸中学校 既存

12 旧浦戸第二小学校 既 存

13 旧浦戸第一小学校 既存

14 塩寵市/AN民館 既 存

15 塩竃市公民館本町分室 追加

16 塩竃ガス体育館 追加

17 塩竃市温水プール 追加

18 宮城県立塩釜高校 追加

19 塩釜港湾含同庁舎 追加

20 一森山道場 追加

※塩竃市地域防災計画(原案)では黒文字表記ですが、以下の資料については
分かりやすく追加、変更のあるものを赤文字表記しております。

2



■避難対策
○津波避難ビルの確保 (4→5ヵ 所)

■津波防災拠点施設等の整備

バチンコタイガー

マリングート

イオンタウン塩釜店

塩釜港湾含同庁舎 指定避難所へ変更

グラン ドパレス塩釜

仮称 :港町地区津波防災拠点施設
塩寵市港町一丁目地fA」

(マ リンゲート隣)
浦戸支援拠点施設、備蓄倉庫

仮称 :海岸通地区津波防災拠点施設
塩竃市海岸通地内

(海岸通1,2番地区)
炊出し拠点施設、備蓄倉庫

仮称 :桂島地区津波防災拠点施設
塩寵市浦戸桂島地内

(旧浦戸第二小学校)

炊出し拠点施設、備蓄倉庫

仮称 :寒風沢地区津波防災拠点施設
塩寵市浦戸寒風沢地内

(旧浦戸第一小学校)

炊出し拠点施設、備蓄倉庫

仮称 :野々島地区津波防災拠点施設
塩籠市浦戸野皮島地内

(災害公営住宅集会所)

炊出し拠点施設、備蓄倉庫

仮称 :石浜地区津波防災拠点施設
塩竃市浦戸石浜
(石浜集会所)

炊出し拠点施設、備蓄倉庫

3



■避難対策
○地震・津波避難ルートの設定 (17路線)

イ

‥ 新浜町泉沢線 杉の入小学校避難所へ向かう避難道路

2 藤倉庚塚線 第二中学校避難所へ向かう避難道路

3 小松崎松陽台線 第二小学校避難所へ向かう避難道路

4 塩竃神社参道線 第一中学校避難所へ向かう避難道路

5 本町南町線 第二小学校避難所へ向かう避難道路

6 花立町二号線 第三小学校避難所へ向かう避難道路

7 牛生町笠神線 第三中学校避難所へ向かう避難道路

8 新富町笠神線 第三中学校避難所へ向かう避難道路

9 ノヽ1番築港線 第三中学校避難所へ向かう避難道路

10 新富町貞山通線 塩釜港湾含同庁舎避難所へ向かう避難道路
イ
ー

イ
ー 杉の入―丁ロニ号線 杉の入小学校避難所へ向かう徒歩避難路

12 北浜二丁目三号線 第二小学校避難所へ向かう徒歩避難路

13 藤倉地盤/AN園通路線 第二小学校避難所へ向かう徒歩避難路

14 本町七 号線 第一小学校避難所へ向かう徒歩避難路

15 舟入二号線 第三中学校避難所へ向かう徒歩避難路

16 舟入二丁目笠神線 第二中学校避難所へ向かう徒歩避難路

17 イオンタウン塩釜
～マリンゲート

一時避難ビルから退避する徒歩避難路

4



指定避難所 4′ 200りk

1 第一小学校

2 第二小学校

3 第三小学校

4 玉川小学校

5 月見ヶ丘小学校

6 杉の入小学校

7 第一中学校

8 第二中学校

9 第三中学校

10 玉川中学校

浦戸中学校

12 1日浦戸第二小学校

13 旧浦戸第一小学校

14 塩竃市公民館

追加指定避難所 2′ 582りk

15 塩竃市公民館本町分室

16 塩竃ガス体育館

17 塩寵市温水プニル

18 宮城県立塩釜高校

19 塩釜港湾合同庁舎

20 一森山剣道場

自主運営避難所 1′ 989りk

各集会所等

■避難収容対策 (収容人数 4,200人→8,771人 )

5



■避難収容対策
○指定避難所の運営・管理

・高齢者や障がい者等の避難行動要支援者が安lい して生活できるよう
1固別スペース (教室等)の確保

○指定避難所の運営・管理
・指定避難所の運営にあたり、女性の会議等への参画
・女性専用スペースの設置と、情報交換や相談等ができる場所の確保

■食料、飲料水及び生活物資の確保
○緊急時用貯水施設や給水ポイント (18ヵ 所)

市立第一小学校

市立第二小学校

市立第三小学校 |

市立月見ケ丘小学校

市立玉川小学校‐

市立杉の入小学校

市立第一中学校‐

市立第二中学校

市立第三中学校

市立玉川中学校

塩竃市公民館
‐

清水沢市営住宅児童公園

13  塩釜ガス体育館

14  千賀の台
/AN園

15‐ 青業ケ丘/AN園

16  塩竃市温水プール

17  清水沢/AN園

18  塩竃市役所

※日本水道協会の災害対応指針により運搬距離が概ねlkm以内で設定
(指定避難所11箇所・指定避難場所7箇所)

※その他の指定避難所、病院等については、優先して給水を行う

攣７一２・一４一一・６一・８
‐９・‐０・「一‐２
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■情報通信網の整備
○情報伝達ルートの多様化
・塩竃市防災無線の整備 (デジタル化)
0防災無線確認電話 (022-364-1260)
0地元FM浦戸地区放送区域拡大

・地元FM害」り込み放送
・ 緊急速報メールシステムの構築
:指定避難所への個別受信機設置
。集会所、保育園、保育所、幼稚園等へ緊急地震津波警報機

・津波監視カメラの整備 (2ヵ 所)

○情報伝達ルートの多重化
・ 同報系防災行政無線 (78局 )

・屋外子局バッテリー (120h対応)

・停電時自動発電装置 (防災行政無線操作卓及び災害対策本部
事務機器類用発動発電機)

68時間対応 (燃料補給により継続使用可能)
。屋タト子局浸水地区制御盤高所化

・移動系防災無線の整備 (113局 )
。本庁・浦戸地区衛星携帯電話の整備 (2局 )

・指定避難所のW卜FIルーター及び災害特設電話事前設置
・全国瞬時警報システム (」―アラート)と防災行政無線の連動
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■避難行動要支援者
○避難行動要支援者避難支援プランの策定

・避難行動要支援者の積極的な登録、所在把握、開示
○防災ラジオの配布

0避難行動要支援者へ防災ラジオの配布
○要支援者自身の自助努力

・避難行動要支援者自らの積極的な登録
・防災訓練等への参加

■避難勧告等発令の基準と市民に求める行動
○避難勧告等発令基準

(次項資料)
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避難勧告等発令基準と市民の行動抜粋

9

葉
発
令
基

準

,特別警報  (震度6弱
の緊急地震速報)が発

表されたとき

大津波警報 (特別警
報)が発表さ|れたと
き

。特別警報が発表さ
れたとき 発

令
基

準

避難指示等につ
いては、内閣総
理大臣が市長に
指示したとき

市

民
等

の
主

な

行
動

。机の下等安全な場所ヘ

避難
・避難のいとまがない場

合は生命を守る最低限

の行動を開始

・速やかな避難行動に

移る
。避難のいとまがない

場合、高い所等避難
し、生命を守る最低
限の行動を開始

・速やかな避難行動
に移る

。避難のいとまがな
い場合は生命を守

る最低限の行動を

開始

市

民
等

の
主

な

行

動

塩竃市区1或 (影

響区l或)外へ退
避

避

難

勧

生

発
令
基

準

地震により、大規模火
災など複合した災害が
発生し、重大な被害の
恐れがあるとき

・津波警報が発表され

たとき
。津波注意報が発表さ

れ、津波至」達予想時

間に津波高がlmを
超える潮位が想定さ

れるとき

。特局」警報の予告情
報が発表されたと
き

屋

内

退

避

I

発

令
基

準

避難指示等につ

いては、内閣総
理大臣が市長に

指示

市

民
等

の
主

な

行

動

・情報収集を行い、指定
された避難所に限らず、
安全な場所へ避難

。指定避難所ヘ
・緊急の場合、近くの

高い建物等へ避難

指定避難所ヘ

屋外移動が危険な

時は自宅の安全な

場所へ移動

緊急時は堅牢な建

物等、安全な場所
へ避難

市

民
等

の
主

な

行

動

・屋内避難
。建物の気密性を

高めるため目張
り等の防護策を

講 じる

勁

獄
醸■
一
纂

II

発
令
基

準

。震度5弱以上の地震が
発生したとき

・津波注意報が発表さ
れたとき

。大雨警報発表が発
表され、 10寺間後
に 1 5mm以上の降
雨が予想されたと
き

。大型の台風最接近
の3時間前で、被
害発生の恐れがあ
るとき

瀞
雉
経
」」嘲
Ｗ
■
鰐
版
●
■
一

発
令
基

準

放出された放射
性物資を含む大
気 (プルーム)

が通過のとき

市

民
等

の
主

な

行

動

・机の下等安全な場
所へ避難

・直ちに沿岸部から
避難

家族との連絡、非
常持ち出し品の用
意等、避難準備を

講じる

市

民
等

の
主

な

行

動

・屋内避RIl

・建物の気密

性を高める

ため目張り

等の防護策
を講 じる

※詳細は風水害等災害対策編P633参照



現行の地域防災計画 (震災対策編)から「津波災害対策編」を新設し、

「地震災害対策編」とともに2編構成とした。
また、「風水害等災害対策編」の新設、さらには、東京電力福島原子力

発電所事故を踏まえ、「原子力災害対策編」の4編を策定した。

塩寵市地域防災計画

第1編  地震災害対策編
第2編  津波災害対策編
第3編  風水害等災害対策編
第4編  原子力災害対策編

各節の構成では、「
/AN助」「共助」「自助」のそれぞれの役害」と責務を

明確イヒし、地域防災力向上と防災体制の整備を図った。
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